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社会福祉法人 照桑福祉会  

準 職 員 就 業 規 則 

 

第 1章 総則 

目的  

第 1条 規則 社会福祉法人 照桑福祉会 本法人 いう 経営 社会福祉

施設 施設 いう 定 就業規則 規則 いう 第 3 条及び給 規程

第 5条 1項 規定 準職員 期契約職員 勤務条件及び待遇 い 必要 事項を定

を目的  

2 規則 定 い い事項 い 労働基準法そ 他関係法 定  

定義  

第 2条 規則 い 準職員 所定労働時間 長短 わ 管理規則第 条

規定 職員 う 準職員 を言う  

規則 遵  

第 3 条 法人及び準職員 規則を 互い 協力 業務 運営 当

い  

 

第 2章 採用及び労働契約 

採用及び提出書類  

第 4 条 準職員 採用 法人就職希望者 う 所定 選考を行い 合格 者 中

行う 選考 あ 書類 提出を求 必要 応 そ 一部を省略

あ  

履 書 写真貼付  

卒業 見込 証明書 

資格 得見込 証 

そ 他法人 施設 必要 書類 

2 準職員 採用さ 者 採用日 2 間 内 書類を提出 い  

誓約書 

住民票記載事項証明書 

扶養親族控除申告書 そ 他 税法 必要 書類 

通勤届 

健康診断書 

前 証明書 

そ 他法人 施設 必要 書類 

労働契約 期間等  

第 5条 法人 労働契約 締結 あ 期間 定 を 場合 1 満 60 準

職員 契約 い 5 範 内 契約時 本人 希望を考慮 各人 決定

雇入通知書 様式第 1 示  

2 前項 場合 い 当該労働契約 期間 満了時 当該契約 係 更新 無を雇

入通知書 示  
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3 当該契約 い 更新 場合 い場合 断 基準 事項  

 契約期間満了時 業務量 

 当該準職員 勤務成績 態度 

 当該準職員 能力 健康 

 従事 い 業務 捗状況 

 そ 他 各 準 事由 

労働条件 明示  

第 6 条 法人 準職員 採用 雇入 通知書及び 規則 写 を交付 労働条

件を明示  

 

第 3章 服務規  

服務  

第 7条 準職員 服務 規則第 4章各条 定  

 

第 4章 労働時間 休憩及び休日 

労働時間及び休憩  

第 8 条 労働時間 1日 8 時間 内 各人 始業及び終業 時刻 び 休憩時間を定

規則第 34条 定 変形労働時間制適用 者 そ 準  

2 前項 わ 業務 都合そ 他や を得 い事情 始業及び終業 時刻 び

休憩時間を繰 繰 あ  

3 休憩時間 自由 利用  

休日  

第 9条 休日 各人 定  

休日 振替  

第 10条 前条 休日 い 業務 都合 や を得 い場合 あ 他 日 振

替え あ 休日 4 間を通 8日を 回 い  

時間外及び休日労働  

第 11条 業務 必要 あ 場合 所定 手 を経 準職員 所定 勤務時間外又 休日

勤務を命 あ  

出退勤手  

第 12条 準職員 出退勤 当 出退勤時 各自 タイムカ ド 打刻

い 緊急や を得 い事由 タイムカ ド 打刻 事 遅滞 く

届 出 い  
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第 5章 休暇等 

給休暇  

第 13条 6ケ 勤務 法人 定 所定労働日数 8割 出勤

表 給休暇を え  

 

 
雇入 日 起算 勤務時間 応 給休暇 日数 

所定労働

時間 

所定労働

日数 

1 間 所定労働日数

外 期間

労働日数 定

い 場合  

6  1 6  2 6  3 6  4 6  5 6  
6 6

 

30時間  
10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日 

30時間未満 

5日 217日  

4日 
169日  

216日  
7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日 

3日 
121日  

168日  
5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日 

2日 
73日  

120日  
3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日 

1日 
48日  

72日  
1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日 

2 休暇 請求手 規則第 40条各項 規定 準 行う  

そ 他休業等  

第 14条 第 13条 定 休暇 そ 他 休業等 い 規則第 41条 第 45条 定

事項 準  

 

第 6章 給  

賃金 種類  

第 15条 準職員 賃金  

 基本給 時間給 日給 給 職務内容 能 経験 職務遂行能力等を考

慮 各人 決定  

 諸手当 

  法人給 規程 定  

支給 要件  

第 16条 給 規程 定 諸手当 う 通 要件を定 を支給  

 扶養手当 住居手当 関 一定 労働時間数 職員 ／ を超え 者 い

給 規程 基 支給  

 そ 他 理事長 認 者 給 規程 基 支給  

基本給 決定  

第 17条 基本給 定 職種 職階 俸給表 各人毎 理事長 決定  

休暇等 賃金  

第 18条 第 14条 定 休業等 い を無給  

勤等 扱い  

第 19条 勤 遅刻 退 び 用外出 時間数 対 賃金 支払わ い  

賃金 支払い及び控除  

第 20条 賃金 支払い及び控除 い 給 規程第 5条 定  

昇給  

第 21条 1 勤 成績 優 準職員 い そ 勤務成績 職務遂行能力等を考

慮 昇給を行う  
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2 昇給 原則 1回 4 実施  

賞  

第 22条 成 24 4 1日 降 賞 支給 い 準職員 利益 い

う 成 24 3 31日 前 支給 い 賞 を基本給 時間給等 対 転化 反

映  

退職金  

第 23条 準職員 退職金 い 茨城県民間社会福祉施設職員等退職手当支給制度及び社会

福祉施設職員等退職手当共済法 準 支給  

 

第 7章 退職 雇 及び解雇 

退職  

第 24条 準職員 い 該当 退職  

 労働契約 期間 定 あ 労働契約時 そ 契約 更新 い あ 示

さ い 場合 そ 期間 満了  

 本人 死亡  

自己都合退職  

第25条 準職員 退職 う 場合 少 く 退職日 1 前 退職願を提出

認を求 い  

2 前項 場合 い 退職 日 従前 業務及び業務引 を誠実 遂行

い 疾病等や を得 い事情 あ 場合 限 い  

雇  

第 26条 労働契約 期間 定 あ 労働契約時 そ 契約を更新 場合 あ をあ

明示 い 準職員 労働契約を更新 い場合 少 く 契約 満了 日 30

日前 予告  

2 前項 場合 い 当該準職員 雇 予告 雇 理由 い 証明書を請求

場合 遅滞 く を交付 雇 い 同様  

解雇  

第 27条 準職員 い 該当 解雇  

 業務 都合 事業 縮 若 く 転換を 場合 担当業務 可能又

必要 他 職務 転換さ 困難  

 本人 身体若 く 精神 虚弱又 害等 師 断 基 業務 耐え

い 認  

 勤務成績 著 く 良 又 法人 指示 就業規則等を く 期 改善

見込 い 認  

 職務遂行能力 劣 一定期間 改善指 を行 職務遂行 必要 水準

見込 い 認  

 採用時 本人 提出さ 履 書等 各書類 虚偽 事実 あ 場合 

 業務 傷病 療養を開始 3 を経過 就業 可能 あ 傷病

補償 金 給付を 至 法人 打 補償を支払 場合 法 支払

さ 場合及び労働契約期間満了日を含  
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勤務 1 未満 者 傷病 外 事由 勤 通算 30日 わ  

罰金刑を超え 罪 当 行為を 又 同行為 刑 宣告を  

本規則 定 採用者提出書類を提出 い 解雇 必要を認  

本規則又 法人 定 諸規程 通 決定事項 定 反  

前各 他 解雇 相当 合理的事由 あ  

解雇制限  

第 28条 前条 規定 わ 各 一 該当 期間 解雇 い 労働契

約期間満了 場合 限 い  

 業務 負傷 疾病 療養 休業 期間及びそ 30日間 

 産前産 女性準職員 規則第 42条 規定 休業 期間及びそ 30日間 

2 育児 護休業 申 出を 又 育児 護休業を を理由 解雇

い  

解雇予告  

第 29条 第 27条 解雇 場合 各 一 該当 場合を除 30日前 本人

予告 又 予告 え 均賃金 30日 を支給  

 準職員 責 帰 事由 解雇 場合 労働基準監督署長 認定を 場合 

 天災事変等や を得 い事由 事業 可能 労働基準監督署長 認定を

場合 

2 内 期間を定 雇用さ 場合 

法人 入職 14日間を経 い場合 

 

第 8章 福利厚生等 

福利厚生  

第 30条 法人 福利厚生施設 利用及び行事 参加 い 規職員 同様 扱いを

 

社会保険等  

第 31条 法人 健康保険 厚生 金保険及び雇用保険 被保険者 該当 準職員 い

必要 手 を  

教育訓練 実施  

第 32条 法人 準職員 対 必要 教育訓練を実施  

 

第 9章 全衛生及び災害補償 

全衛生 確保  

第 33条 法人 準職員 作業環境 改善を 全衛生教育 健康診断 実施そ 他必要 措

置を講  

2 準職員 全衛生 関 法 規則 び 法人 指示を 法人 協力 労働災

害 防 努 い  

健康診断  

第 34条 引 1 労働 全衛生規則第 13条第 1項第 2 掲 一定 害業務

従事 者 い 6 使用さ 使用 予定さ い 準職員
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対 採用 及び毎 定期 健康診断を行う  

2 害 業務 従事 準職員 対 特殊健康診断を行う  

全衛生教育  

第 35条 準職員 対 採用 及び配置換え等 作業内容を変更 必要 全

衛生教育を行う  

災害補償  

第 36条 準職員 業務 事由若 く 通勤 負傷 疾病 死亡 場合

労働災害補償保険法 定 保険給付を  

2 準職員 業務 負傷 疾病 療養 休業 場合 最初 3日間 い

法人 均賃金 60％ 休業補償を行う  

 

第 10章 規職員 転換 

職員 転換  

第 37条 規職員 転換を希望 準職員 い 各 要件を 満 場合

規職員 採用 労働契約を締結  

勤務 数 満 1 あ  

心身 健康 あ  

規職員 同一 所定労働時間 可能 あ  

法人 長く勤務 意思を  

勤務成績 態度 優 あ  

規職員転換試験 合格  

そ 他施設 必要 さ 条件を満 い  

2 前項 場合 い 法人 準職員 対 必要 教育訓練を行う  

 

第 11章 表彰及び懲戒 

表彰及び懲戒  

第 38条 準職員 表彰及び懲戒 い 規則第 10章 準  

 

付則 

1. 規則 成 18 4 1日 施行  

2. 成 17 4 1日実施 社会福祉法人照桑福祉会準職員就業規則 廃  

 

付則 

1. 規則 成 21 4 1日 実施  

2. 規則 成 24 6 1日 改 成 24 4 1日 実施  

3. 規則 成 26 4 1日 改  


